
 

 
 

埼玉県中小企業オンライン販路開拓支援補助金交付要綱 

 

 

 （趣 旨） 

第１条 県は、新型コロナウイルス感染症の影響等により、新しい生活様式下で、県内

中小企業者、小規模企業者及び個人事業主が行う非対面による販路開拓で使用する営

業ツールの作成又は導入について、予算の範囲内において補助金を交付する。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年

埼玉県規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定め

るところによる。 

 

 （定 義） 

第２条 この要綱において「中小企業者」とは、中小企業等経営強化法第２条第１項に

規定する中小企業者及び中小企業組合であり、「小規模企業者」とは、そのうち中小

企業基本法第２条第５項に規定する小規模企業者であり、「個人事業主」とは事業を

営む個人である。さらに県内に登記簿上の本店を有する者及び主たる事業所を有する

者（個人事業主においては、住民票上の住所地が県内である者）とする。 

 

 （補助対象事業、補助対象経費及び補助率等） 

第３条 補助の対象となる事業、経費及び補助率は、別表１のとおりとする。 

 

 （申請書の様式等） 

第４条 規則第４条第１項の申請書の様式は、様式第１号のとおりとする。 

２ 規則第４条第１項の申請書の提出期限は、知事が別に定める日とする。 

３ 第１項に定める申請書には、知事が別に定める書類を添付しなければならない。 

 

 （交付決定通知書の様式） 

第５条 規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとおりとする。 

 

 （計画の変更） 

第６条 補助事業者は、補助事業に係る計画を変更しようとするときは、様式第３号の

変更承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 知事は前項の規定による申請があったときは、内容を審査し適当と認められるとき

は、様式第４号の変更承認書により補助事業者に通知するものとする。 

３ 規則第６条第１項第１号に規定する知事が定める軽微な変更は、別表２に掲げる変

更とする。 

 

 （補助事業の中止又は廃止） 

第７条 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ様式

第５号の中止（廃止）承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならな

い。 

 

 （実績報告書の様式等） 

第８条 規則第１３条の実績報告書の様式は、様式第６号のとおりとする。 

２ 規則第１３条の実績報告書の提出期限は、補助事業等が完了（補助事業等の中止・ 

廃止の承認を受けたときを含む。）した日から３０日以内又は令和４年３月１５日の

いずれか早い日までとする。 



 

 
 

３ 補助事業者は、前項の実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費税及び地方消

費税仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税控除税額を減額して報告しなけれ

ばならない。 

４ 第１項に定める報告書には、知事が別に定める書類を添付しなければならない。 

 

 （額の確定） 

第９条 知事は、前条の実績報告書の提出があったときは、当該実績報告書の審査及び

必要に応じて行う現地調査等により、交付すべき額を確定し、様式第７号の補助金交

付額確定通知書により補助事業者に通知するものとする。 

 

 （補助金の支払） 

第 10 条 補助金の支払いは、精算払いによるものとする。補助事業者は、補助金の支

払を受けようとするときは、様式第８号の補助金の交付請求書により補助金の交付を

請求するものとする。 

２ 知事は、補助金交付請求書及び添付書類の内容を審査し、適当と認めるときは補助

金を交付するものとする。 

 

 （書類の整備等） 

第 11 条 補助事業者は補助事業に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を備え、か

つ、当該収入及び支出等についての証拠書類を整備保管しておかなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業等の完了の日の属する会計年度

の翌会計年度から５年間保管しなければならない。 

 

 （補助事業等の公開） 

第 12 条 知事は、補助事業により行った事業について、必要があると認められるとき

は、その事業の情報（企業名、補助金額等）を公開することができるものとする。 

 

 

 

   附 則 

 この要綱は、令和３年１０月２８日から施行する。 

  



 

 
 

別表１（第３条関係） 

補助対象事業、経費及び補助率等 

補助対象事業 
【内容】 
 ネットによる営業活動等において提示するコンテンツ（デジタル営業資料）
の作成又はデジタル営業ツールの導入 

補助対象経費 

外注費等 

【内容】 

動画、デジタルパンフレット等のコンテンツ（デジタル営業資料）の作成につ
いて、外注（委託等）する場合に要する経費 
※ 自社で動画を作成する場合は原則補助対象とならないが、自社で動画を撮 
 影し、編集等を外注する場合の外注経費は対象となる。 
  
デジタル営業ツールの導入（自社ホームページの作成・改修、外部有料マッチ
ングサイトへの登録等）に要する経費 
※ 自社でホームページを改修する場合は原則補助対象とならないが、外注す 
 る部分がある場合の外注経費は対象となる。 
※ 外部有料マッチングサイトについては、導入時の初期費用（登録料等）の 
 み対象となる（既に導入している場合の年間使用料等は対象にならない）。 
 

補助率 
 

補助上限額 

補助率は補助対象経費の２分の１以内 
補助上限額は２５万円 

 補助金の額に千円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるもの
とする。 

 
※ 消費税及び地方消費税については補助対象外とする。 

 

別表２（第６条関係） 

軽微な変更 

 
 
【補助金の減額】 
 補助金交付決定額の減額のうち不要となる額が２０％以内のもの 
 
  



 

 
 

様式第１号（第４条関係） 

 

令和 年度埼玉県中小企業オンライン販路開拓支援補助金 

交付申請書  

 

 

                          令和 年  月   日   

 

 埼玉県知事  

 

                     〒  

               申  請  者  住   所  

                     会  社  名            

                     代表者名           

                                     

 

 下記により埼玉県中小企業オンライン販路開拓支援補助金の交付を受けたい

ので、補助金の交付手続等に関する規則第４条の規定により、関係書類を添えて

申請します。 

 

記  

 

１  補助事業の内容 

  

  

 

２  補助事業対象経費及び補助金交付申請額 

  補助事業対象経費                   円  

  補助金交付申請額                   円  

 



 

 
 

様 式 第 ２ 号 （ 第 ５ 条 関 係 ）  

 

令和   年度埼玉県中小企業オンライン販路開拓支援補助金  

交付決定通知書  

 

                          産 支 第     号   

                         令 和  年  月  日   

 

 （ 補 助 事 業 者 ）  様  

 

 

                    埼 玉 県 知 事   

 

 

 令 和   年   月   日 付 け で 申 請 の 令 和  年 度 埼 玉 県 中 小 企 業 オ ン ラ イ

ン 販 路 開 拓 支 援 補 助 金 に つ い て は 、 下 記 の と お り 交 付 し ま す 。  

 

 

                   記  

 

 

１  交 付 金 額    金           円  

２  支 払 条 件    精 算 払  

３  条   件  

 (1) 補 助 対 象 経 費 及 び そ の 区 分 ご と の 配 分 額 は 、 次 の と お り と す る 。  

   ア  外 注 費 等      円  

   イ  報 償 費       円  

 (2) 補 助 事 業 者 は 、 前 号 の 通 知 に 係 る 補 助 金 の 交 付 決 定 の 内 容 及 び こ れ に

附 さ れ た 条 件 に 対 し て 不 服 が あ り 、 補 助 金 の 交 付 の 申 請 を 取 り 下 げ よ う

と す る と き は 、 交 付 決 定 の 通 知 を 受 け た 日 か ら １ ０ 日 以 内 に そ の 旨 を 記

載 し た 書 面 を 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

 (3) 補 助 事 業 者 は 、 補 助 事 業 の 内 容 を 変 更 し よ う と す る と き は 、 速 や か に

様 式 第 ３ 号 に よ る 変 更 承 認 申 請 書 を 知 事 に 提 出 し 、 そ の 承 認 を 受 け な け

れ ば な ら な い 。 た だ し 、 補 助 金 交 付 決 定 額 の 減 額 の う ち 不 用 と な る 額 が

２ ０ ％ 以 内 で あ る 場 合 を 除 く 。  



 

 
 

 (4) 補 助 事 業 者 は 、 補 助 事 業 を 中 止 又 は 廃 止 し よ う と す る と き は 、 あ ら か

じ め 様 式 第 ５ 号 に よ る 中 止 （ 廃 止 ） 承 認 申 請 書 を 知 事 に 提 出 し 、 そ の 承

認 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

 (5) 補 助 事 業 者 は 、 補 助 事 業 等 が 完 了 し た と き （ 補 助 事 業 等 の 中 止 ・ 廃 止

の 承 認 を 受 け た と き を 含 む 。 ） は 、 そ の 日 か ら ３ ０ 日 以 内 又 は 令 和 ４ 年

３ 月 １ ５ 日 の い ず れ か 早 い 日 ま で に 、 様 式 第 ６ 号 に よ る 実 績 報 告 書 を 知

事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

 (6) 補 助 事 業 者 は 、 補 助 金 に 係 る 収 入 及 び 支 出 等 を 明 ら か に し た 帳 簿 を 備

え 、 か つ 、 当 該 収 入 及 び 支 出 に つ い て の 証 拠 書 類 を 、 当 該 補 助 事 業 等 の

完 了 の 日 の 属 す る 会 計 年 度 の 翌 会 計 年 度 か ら ５ 年 間 保 管 し な け れ ば な ら

な い 。  

 (7) 補 助 事 業 者 は 、 補 助 事 業 が 完 了 し た 後 も 、 補 助 事 業 等 に よ り 取 得 、 又

は 効 用 が 増 加 し た 財 産 を 、 善 良 な 管 理 者 の 注 意 を も っ て 管 理 し な け れ ば

な ら な い 。  

  (8) こ の 補 助 金 は 、 補 助 金 等 の 交 付 手 続 等 に 関 す る 規 則 （ 昭 和 ４ ０ 年 埼 玉

県 規 則 第 １ ５ 条 。 以 下 「 規 則 」 と い う 。 ） の 適 用 を 受 け る 。  



 

 
 

様 式 第 ３ 号 （ 第 ６ 条 関 係 ）  

 

令和   年度埼玉県中小企業オンライン販路開拓支援補助金  

計画変更承認申請書  

 

                          令 和  年  月  日  

 

 埼 玉 県 知 事  

 

 

                  住   所  

                  会  社  名             

                  代 表 者 名             

                  電   話  

                   

 

 令 和   年   月   日 付 け  第    号 で 交 付 決 定 の 通 知 を 受 け た 補 助

事 業 の 計 画 （ 事 業 内 容 、 経 費 配 分 ） を 下 記 の と お り 変 更 し た い の で 、 埼 玉 県

中 小 企 業 オ ン ラ イ ン 販 路 開 拓 支 援 補 助 金 交 付 要 綱 第 ６ 条 の 規 定 に よ り 承 認 を

申 請 し ま す 。  

 

記  

１  変 更 の 理 由  

 

 

 

 

 

 

 

２  変 更 の 内 容  

  別 紙 の と お り  

 



 

 
 

（別紙） 

 

     変更の具体的内容 

変    更    前 変    更    後 

名 称 等 補助対象経費(円) 補助金交付申請額(円) 名 称 等 補助対象経費(円) 補助金交付申請額(円)

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      



 

 
 

様式第４号（第６条関係） 

 

令和 年度埼玉県中小企業オンライン販路開拓支援補助金 

計画変更承認書 

                    

                              産支第    号 

                             令和 年 月 日   

 

           様 

 

 

                    埼玉県知事         

 

 

令和  年  月   日付け 第   号で交付決定し、令和 年  月  日

付けで補助事業計画変更承認申請があった埼玉県中小企業オンライン販路開拓支援

補助金については、申請のとおり変更を承認します。 

 

  



 

 
 

様式第５号（第７条関係） 

 

令和  年度埼玉県中小企業オンライン販路開拓支援補助金 

補助事業中止（廃止）承認申請書  

 

                          令和  年  月  日 

 

 埼玉県知事  

 

 

                   住  所 

                   会 社 名              

                   代表者名              

 

 令和  年  月  日付け 第   号で交付決定の通知を受けた補助事業を

下記の理由により中止（廃止）したいので、埼玉県中小企業オンライン販路開拓支

援補助金交付要綱第７条の規定により承認を申請します。 

 

記 

１ 中止（廃止）する事業名 

 

 

 

２ 理由 

 

 

 

３ 中止期間（廃止の時期） 

 

 

  



 

 
 

様式第６号（第８条関係） 

 

令和 年度埼玉県中小企業オンライン販路開拓支援補助金 

実績報告書  

 

                          令和  年  月  日 

 

 埼玉県知事 

 

                   〒 

                   住  所 

                   会 社 名              

                   代表者名              

                   電  話 

                    

 

 令和  年  月  日付け 第   号で交付決定の通知を受けた補助事業が

完了しましたので、埼玉県中小企業オンライン販路開拓支援補助金交付要綱第８条

の規定により、関係書類を添えて、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助事業の内容 

  

 

   

２  補助事業に要した経費 

 

   金           円  

 

  



 

 
 

様式第７号（第９条関係） 

 

令和 年度埼玉県中小企業オンライン販路開拓支援補助金 

補助金額の確定通知書 

 

                               第     号  

                          令和  年  月  日  

 

          様 

 

 

                    埼玉県知事  

 

 

令和   年 月   日付け 第   号で交付決定の通知をした標記補助金に

ついて、埼玉県中小企業オンライン販路開拓支援補助金交付要綱の規定により、下

記のとおり補助金の額を確定します。 

 

 

                   記                    

 

 

１ 補助金交付決定額   金           円 

 

 

２ 補助金交付確定額   金           円 

 



 

 
 

様式第８号（第１０条関係） 

 

令和 年度埼玉県中企業オンライン販路開拓支援補助金 

交付請求書  

 

                            令和 年 月 日  

 

 埼玉県知事  

 

 

                  住  所 

                  会 社 名               

                  代表者名             印 

  

 

 令和 年  月  日付け 第   号により額の確定があった埼玉県中小企業

オンライン販路開拓支援補助金について、下記のとおり請求します。 

 

 

記 

 

１ 請求金額 金            円也 

 

 

２ 振 込 先      (金融機関コード：      ) (支店コード：      ) 

       金融機関名           銀行          支店 

 

       預金の種別  普通 ・ 当座   口座番号          

 

       (フリガナ) (                       ) 

        口座名義                           

 


